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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．連結経営指標等については、中間連結財務諸表を作成していないため記載していない。 

２．売上高には、消費税等は含まれていない。 

３．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益又は純損失は、潜在株式の発行がないため記載していない。

        ４．第82期中の中間純損失の計上は、固定資産の減損に係る会計基準適用に伴う減損損失の計上等によるもので

            ある。 

        ５. 第82期中より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号 平成17年12月9日)

      及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号 平成

            17年12月9日)を適用している。 

回次 第81期中 第82期中 第83期中 第81期 第82期 

会計期間 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
６月30日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
６月30日 

自平成19年 
１月１日 

至平成19年 
６月30日 

自平成17年 
１月１日 

至平成17年 
12月31日 

自平成18年 
１月１日 

至平成18年 
12月31日 

売上高（千円） 6,232,808 6,561,726 6,586,112 12,661,690 13,407,132 

経常利益又は経常損失(△) (千円) 781,584 228,880 △51,809 1,338,578 105,950 

中間（当期）純利益又は 

純損失(△)（千円） 
469,506 △12,218 △105,276 887,971 △104,032 

持分法を適用した場合の投資利益

（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 

(発行済株式総数)（株） 

700,000 

(14,000,000) 

700,000 

(14,000,000) 

700,000 

(14,000,000) 

700,000 

(14,000,000) 

700,000 

(14,000,000) 

純資産額（千円） 8,560,112 8,858,190 8,660,151 8,900,712 8,765,962 

総資産額（千円） 14,818,725 14,178,747 14,161,602 14,360,302 14,044,545 

１株当たり純資産額（円） 612.92 634.33 620.22 635.20 627.75 

１株当たり中間（当期）純利益又

は純損失(△)（円） 
33.62 △0.87 △7.54 61.45 △7.45 

潜在株式調整後１株当たり中間 

（当期）純利益又は純損失(△)

(円) 

－ － － － － 

１株当たり中間(年間)配当額（円） － － － － － 

自己資本比率（％） 57.8 62.5 61.2 62.0 62.4 

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△1,411,817 △264,447 △119,589 702,542 143,228 

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
1,603,884 △587,629 △581,719 △260,192 △429,824 

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
△19,380 △629 △533 △29,274 △1,047 

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高（千円） 
1,204,196 591,844 457,421 1,444,601 1,157,889 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数]（人） 

301 

(29) 

293 

(32) 

278 

(17) 

292 

(33) 

285 

(28) 



２【事業の内容】 

 当中間会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更はな

い。また、主要な関係会社における異動もない。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において、重要な関係会社の異動はない。 

４【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は、当中間会計期間の平均人員を（ ）外数で記載している。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合との間に特記すべき事項はない。 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 278 (17)   



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

  当中間会計期間のわが国経済は、資源価格の高騰による各種基礎資材並びに燃料費等の値上がりが継続し、景気への悪

影響が懸念されてきたが、雇用環境の改善による個人消費の拡大と企業収益の改善・設備投資の増加等により、景気は緩

やかな回復基調をたどっている。顧客飲料市場においては、天候にも恵まれ、ミネラルウォーター・果汁・紅茶飲料等を

中心に各種商品の総出荷量が前年を上回る状況で、これに追従して主力ブランドでは様々な拡販戦略が展開されている。

一方、ドリンク剤市場では、その成熟化により量的には縮小傾向が継続している。 

  このような状況のもとで当社は、販売面においては、顧客各飲料・薬品メーカー様のニーズに応え、より高品質・高機

能・低価格の製品をご提供すべく品質改善・新製品開発等に努めてきた。ドリンク剤市場向け中心のアルミキャップ販

売、飲料充填ライン向け機器販売は前年同期に比較し減少したものの、プラスチックキャップ販売が順調に推移したこと

により、当中間会計期間の売上高全社合計は6,586百万円（前年同期比0.4％増）となり、ほぼ横ばいを維持した結果とな

っている。 

  製造面では、生産性の更なる向上を目指してライン設備及び製造工程の改善に力を注いできたが、とくにプラスチック

キャップ製造ラインでは生産スピードが飛躍的に向上した。これにより、中国に二つあった生産拠点のうち、規模的に限

界のあった中国天津輸出工場を本年3月よりグループ会社であるアルコア・クロージャー・システムズ・インターナショ

ナル・アジアパシフィック社に移管し、中国杭州輸出工場での委託生産に特化し合理化していくこととした。 

  しかしながら、利益面では、石油樹脂・アルミ板材等の主要原材料価格の高騰、厳しい販売価格競争、また円安を受け

ての中国工場からのプラスチックキャップ仕入れ価格上昇等があって、厳しい結果を余儀なくされている。当上半期にお

ける経常損失は52百万円（前年同期は経常利益229百万円）、また中間純損失は105百万円の計上となっている。 

(2)キャッシュ・フロー 

 当中間会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は457百万円となったが、これは主に税引前中間

純損失が54百万円(前年同期は税引前中間純利益16百万円)と売上債権の増加額683百万円に加え短期貸付金の貸出支出438

百万円(同回収収入との純額)があったが、仕入債務の増加額264百万円と法人税等の還付額310百万円により一部吸収され

た。この結果、資金の当中間会計期間末残高は457百万円となり、前事業年度末に比べ700百万円の減少となった。 

 当中間会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりである。  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は120百万円(前年同期比54.8%減)となった。 

これは主に売上債権の増加額683百万円があったものの、法人税等の還付額310百万円により一部吸収されたことによるも

のである。前年同期比では、145百万円の減少であり、これは主に法人税の還付額310百万円があったことによるものであ

る。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は582百万円(前年同期比1.0%減)である。 

これは主に有形固定資産の取得支出157百万円と短期貸付金の貸付支出438百万円(同回収収入との純額)によるものであ

る。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果使用した資金は0.5百万円(前年同期比15.3%減)となった。これは主に自己株式の取得による支出0.5百

万円によるものである。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間会計期間の生産実績を事業の部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注）１．金額は販売価格によっている。 

２．上記の金額には消費税は含まれていない。 

(2）受注状況 

 当中間会計期間における受注状況を事業の部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注） 上記の金額には消費税は含まれていない。 

(3）販売実績 

 当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりである。 

 （注）1. 最近２中間会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

ある。 

2. 上記の金額には消費税は含まれていない。 

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

キャップ（千円） 4,113,652 73.9  

キャッピングマシン（千円） 563,489 101.8  

合計（千円） 4,677,141 76.4  

区分 受注高（千円） 前年同期比(％) 受注残高（千円） 前年同期比(％) 

キャップ 7,312,345 105.1  2,577,971 104.4  

キャッピングマシン 454,978 99.0  63,364 116.3  

合計 7,767,323 104.8  2,641,335 104.7  

区分 
当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前年同期比（％） 

キャップ（千円） 6,091,262   100.7  

キャッピングマシン（千円） 470,966 91.4 

その他(千円) 23,884 － 

合計（千円） 6,586,112 100.4 

相手先 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

コカ・コーラナショナルビバレッジ 

株式会社 
2,298,947 35.0  2,093,385        31.8 

サントリー株式会社 1,191,476 18.2  1,375,156 20.9 



３【対処すべき課題】 

 当中間会計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はない。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間会計期間において、新たに締結した重要な契約は次のとおりである。 

  

５【研究開発活動】 

 当社は、清涼飲料水用プラスチックキャップ゜ならびにアルミキャップに求められる機能・性能の向上に関する 

顧客からの要望、環境負荷の低減、生産プロセスの開発・改良等の様々なニーズを先取りし、包装業界における顧

客満足度No.1評価を得られるべく、新製品開発に取組んでいる。研究開発は、当社の技術本部において、製品・ツ

ール設計およびアルミキャップの開発・評価を担当する技術1課とプラスチックキャップの開発・評価を担当する技

術2課を中心に当社の親会社であるアルコア・インク社のグローバル開発拠点と連携して推進しており、国内向け以

外にも中国をはじめアジア各国への技術的サポートも行っている。研究開発スタッフは2０名である。 

  当中間会計期間における研究開発成果としては、アセプ充填用キャップの性能向上（AS-Lok)アセプ充填用軽量キ

ャップ、38mmアルミボトル用セカンドトルク低減キャップ、インシェルモールドアルミキャプの開発・改良等があ

り、当中間会計期間における研究開発費用は153百万円である。 

相手方の名称 国名 契約品目 契約締結日 契約内容 契約期間 

アルコア・クロー

ジャー・システム

ズ・インターナシ

ョナル天津 

中華人民 

共和国 

オペレーティング

リース資産 
平成19年4月30日

オペレーティング 

リース取引(貸手側)

平成19年5月 1日から

平成22年4月30日まで



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はない。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

 当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、除却、売却等の計画はない。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項なし。 

(3）【ライツプランの内容】 

         該当事項なし。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 18,400,000 

計 18,400,000 

種類 
中間会計期間末現在 

発行数（株） 
(平成19年６月30日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成19年９月27日) 

上場証券取引所名又は登録
証券業協会名 

内容 

普通株式 14,000,000 14,000,000 － 

権利内容に何

ら限定のない

当社における

標準となる株

式 

計 14,000,000 14,000,000 － － 

年月日 
 発行済株式 
 総数増減数 

（株） 

発行済株式 
総数残高 
 （株） 

資本金増減額 
  

 （千円） 

 資本金残高 
  

 （千円） 

資本準備金 
増減額 

 （千円） 

資本準備金 
残高 

 （千円） 

平成19年1月1日  

 ～ 

平成19年6月30日  

 － 14,000,000 － 700,000 － 287,246 



(5）【大株主の状況】 

 (注)上記のほか、証券保管振替機構名義の株式が12千株含まれている。 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

    (注) 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株含まれている。また、「議決 

           権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数12個が含まれている。 

  

②【自己株式等】 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

アルコア・インク 
(常任代理人アルコア・ジャ
パン㈱) 
(常任代理人新光証券㈱) 

アメリカ合衆国ペンシルバニア州ピッツ
バーグ 
(東京都千代田区丸の内 3-2-3) 
(東京都中央区八重洲 2-4-1) 

9,915 70.82 

アルコア・クロージャー
ズ・ ホールディング・カン
パニー・エルエルシー 
(常任代理人新光証券㈱) 

アメリカ合衆国デラウェア州ニュー・キ
ャッスル・カウンティ 
(東京都中央区八重洲 2-4-1) 

3,913 27.95 

株式会社アルコア・クロー
ジャー・システムズ 

東京都港区西新橋2-7-4 37 0.26 

馬渡 證 佐賀県鳥栖市 17 0.12 

馬渡 八重子 佐賀県鳥栖市 14 0.10 

山田  達夫 大阪府堺市東区 6 0.04 

猪瀬  好文 茨城県東茨城郡大洗町 3 0.02 

太田  典子 大阪府大阪市阿倍野区 3 0.02 

西川  誠一 東京都江東区 3 0.02 

山口  孝 東京都練馬区 3 0.02 

計  － 13,915 99.39 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － －  

議決権制限株式（自己株式等） － － －  

議決権制限株式（その他） － － －  

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式    36,000     － 

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式 

完全議決権株式（その他） 普通株式   13,948,000 13,948 同上 

単元未満株式 普通株式       16,000 － 同上 

発行済株式総数    14,000,000 － － 

総株主の議決権 － 13,948 － 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名又は名
称 

所有者の住所 
自己名義所有 
株式数（株） 

他人名義所有 
株式数（株） 

所有株式数の 
合計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の 

割合（％） 

株式会社 アルコ

ア・クロージャ

ー・システムズ 

東京都港区西新橋

2丁目7番4号 
36,000 － 36,000 0.26 

計 － 36,000 － 36,000 0.26 



２【株価の推移】 

  当社株式は、非上場であるため該当事項はない。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はない。 



第５【経理の状況】 

１．中間財務諸表の作成方法について 

 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大蔵省令第38号。以

下「中間財務諸表等規則」という。）に基づいて作成している。 

  前中間会計期間 （平成18年1月1日から平成18年６月30日まで）は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、当中間会

計期間 （平成19年1月1日から平成19年６月30日まで）は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成している。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）

及び当中間会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の中間財務諸表についてあらた監査法人により中

間監査を受けている。 

３．中間連結財務諸表について 

 当社は子会社がないので、中間連結財務諸表を作成していない。 



【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）           

Ⅰ 流動資産           

１．現金及び預金   591,844   457,421 1,157,889   

２．受取手形 
※２ 
※５ 

45,358   48,827 42,469   

３．売掛金   1,887,813   2,207,996 1,531,436   

４．たな卸資産   2,280,934   1,937,748 1,951,856   

５．繰延税金資産   44,888   62,939 62,858   

６．短期貸付金   5,951,503   6,203,538 5,765,960   

７．未収入金   231,169   352,222 242,093   

８．未収法人税等   －   － 310,057   

９．その他   104,673   144,144 85,863   

貸倒引当金   △3,032   △2,533 △2,500   

流動資産合計     11,135,149 78.5 11,412,302 80.6   11,147,983 79.4

Ⅱ 固定資産           

１．有形固定資産 ※１         

(1)建物   1,089,391   1,056,400 1,051,928   

(2)機械及び装置   1,044,309   957,852 974,599   

(3)土地   357,416   357,416 357,416   

(4)建設仮勘定   114,133   61,183 153,780   

(5)その他   328,163   246,158 278,079   

有形固定資産合計     2,933,412 20.7 2,679,010 18.9   2,815,802 20.0

２．無形固定資産     49,552 0.4 35,102 0.2   45,263 0.3

３．投資その他の資産           

投資有価証券   4,347   4,318 4,323   

その他   65,086   39,670 39,975   

貸倒引当金   △8,800   △8,800 △8,800   

投資その他の資産
合計 

    60,633 0.4 35,188 0.3   35,498 0.3

固定資産合計     3,043,598 21.5 2,749,299 19.4   2,896,562 20.6

資産合計     14,178,747 100.0 14,161,602 100   14,044,545 100.0

            

 



    
前中間会計期間末 

(平成18年６月30日) 

当中間会計期間末 

(平成19年６月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 

(平成18年12月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）           

Ⅰ 流動負債           

１．支払手形   2,208,271   1,618,587 2,351,596   

２．買掛金   967,797   1,858,284 861,287   

３．未払費用   647,610   630,108 456,060   

４．未払法人税等   9,955   6,187 2,002   

５．賞与引当金   39,846   45,698 66,541   

６. 役員賞与引当金   710   3,374 4,096   

７．設備等支払手形   65,712   22,859 32,442   

８．その他 ※３ 802,235   716,098 948,914   

流動負債合計     4,742,136 33.4 4,901,195 34.6   4,722,938 33.6

Ⅱ 固定負債           

１．繰延税金負債   255,870   295,575 245,278   

２．退職給付引当金   196,726   149,459 172,905   

３．役員退職慰労引当
金 

  125,826   155,221 137,462   

固定負債合計     578,422 4.1 600,256 4.2   555,645 4.0

負債合計     5,320,558 37.5 5,501,451 38.8   5,278,583 37.6

            

（純資産の部）                    

Ⅰ 株主資本                     

１. 資本金     700,000 5.0   700,000 5.0   700,000 5.0 

２. 資本剰余金                    

(1）資本準備金   287,246     287,246     287,246    

資本剰余金合計     287,246 2.0   287,246 2.0   287,246 2.0 

３. 利益剰余金                    

(1）利益準備金   175,000     175,000     175,000    

(2）その他利益剰余
金 

                   

土地圧縮積立金   311,532     311,532     311,532    

固定資産圧縮積
立金 

  409,719     347,980     364,703    

別途積立金   6,740,000     6,740,000     6,740,000    

繰越利益剰余金   257,806     122,456     211,008    

 利益剰余金合計     7,894,057 55.7   7,696,968 54.4   7,802,243 55.6 

４. 自己株式     △23,237 △0.2   △24,168 △0.2   △23,636 △0.2 

   株主資本合計     8,858,066 62.5   8,660,045 61.2   8,765,853 62.4 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１. その他有価証券
評価差額金 

    123     106     109   

  評価・換算差額等
合計 

    123 0.0   106 0.0   109 0.0 

  純資産合計     8,858,190 62.5   8,660,151 61.2   8,765,962 62.4 

  負債純資産合計     14,178,747 100.0   14,161,602 100.0   14,044,545 100.0 

                     



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
要約損益計算書 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高     6,561,726 100.0 6,586,112 100.0   13,407,132 100.0

Ⅱ 売上原価     5,554,261 84.6 5,881,649 89.3   11,695,900 87.2

売上総利益     1,007,465 15.4 704,462 10.7   1,711,232 12.8

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    869,338 13.2 875,284 13.3   1,835,232 13.7

営業利益 
又は営業損失(△) 

    138,126 2.1 △170,822 △2.6   △123,999 △0.9

Ⅳ 営業外収益 ※１   143,491 2.2 164,655 2.5   314,871 2.3

Ⅴ 営業外費用 ※２   52,737 0.8 45,643 0.7   84,922 0.6

経常利益 
又は経常損失(△) 

    228,880 3.5 △51,809 △0.8   105,950 0.8

Ⅵ 特別利益 ※３   1,697 0.0 2,500 0.0   4,960 0.0

Ⅶ 特別損失 
※４ 
※７ 

  214,152 3.3 5,088 0.1   217,262 1.6

税引前中間純利益又
は税引前中間(当期)
純損失(△) 

    16,425 0.3 △54,397 △0.9   △106,373 △0.8

法人税、住民税及び
事業税 

  11,405   660 1,320   

 過年度法人税等   －   － 7,653   

法人税等調整額 ※６  17,239 28,643 0.4 50,218 50,878 0.8 △11,314 △2,341 △0.0

中間(当期)純損失
(△) 

    △12,218 △0.2 △105,276 △1.7   △104,032 △0.8

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

前中間会計期間（自平成18年1月1日 至平成18年6月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 
  

利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 

資本 
準備金 

資本 
剰余金合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金
合計 土地圧縮

積立金 
固定資産 

圧縮積立金

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成17年12月31日 

残高 

（千円） 

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 490,861 5,840,000 1,118,586 7,935,979 △22,673 8,900,552 

中間会計期間中の 

変動額 
                     

利益処分による 

役員賞与 
－ － － － － － － △29,704 △29,704 － △29,704 

中間純損失 － － － － － － － △12,218 △12,218 － △12,218 

自己株式の取得 － － － － － － － － － △564 △564 

固定資産圧縮 

積立金取崩 
－ － － － － △81,142 － 81,142 － － － 

別途積立金の積立 － － － － － － 900,000 △900,000 － － － 

株主資本以外の項

目の中間会計期間

中の変動額（純

額） 

－ － － － － － － － － － － 

中間会計期間中の 

変動額合計 

（千円） 

－ － － － － △81,142 900,000 △860,780 △41,922 △564 △42,486 

平成18年6月30日 

残高 

（千円） 

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 409,719 6,740,000 257,806 7,894,057 △23,237 8,858,066 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 

残高 

（千円） 

160 160 8,900,712 

中間会計期間中の 

変動額 
     

利益処分による 

役員賞与 
－ － △29,704 

中間純損失 － － △12,218 

自己株式の取得 － － △564 

固定資産圧縮 

積立金取崩 
－ － － 

別途積立金の積立 － － － 

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

△37 △37 △37 

中間会計期間中の 

変動額合計 

（千円） 

△37 △37 △42,523 

平成18年6月30日 

残高 

（千円） 

123 123 8,858,190 



当中間会計期間（自平成19年1月1日 至平成19年6月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 
  

利益剰余金 

自己株式 
株主資本合

計 
資本 

準備金 
資本 

剰余金合計 
利益 
準備金 

その他利益剰余金
利益剰余金

合計 土地圧縮
積立金 

固定資産 

圧縮積立金

別途 
積立金 

繰越利益
剰余金 

平成18年12月31日 

残高 

（千円） 

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 364,703 6,740,000 211,008 7,802,243 △23,636 8,765,853 

中間会計期間中の 

変動額 
                     

中間純損失 － － － － － － － 
△

105,276 
△105,276 － △105,276 

自己株式の取得 － － － － － － － － － △532 △532 

固定資産圧縮 

積立金取崩 
－ － － － － △16,723 － 16,723 － － － 

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

－ － － － － － － － － － － 

中間会計期間中の 

変動額合計 

（千円） 

－ － － － － △16,723 － △88,553 △105,276 △532 △105,808 

平成19年6月30日 

残高 

（千円） 

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 347,980 6,740,000 122,456 7,696,968 △24,168 8,660,045 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 

評価差額金 
評価・換算 
差額等合計 

平成18年12月31日残

高 

（千円） 

109 109 8,765,962 

中間会計期間中の変

動額 
     

中間純損失 － － △105,276 

自己株式の取得 － － △532 

固定資産圧縮 

積立金取崩 
－ － － 

株主資本以外の項目

の中間会計期間中の

変動額（純額） 

△3 △3 △3 

中間会計期間中の変

動額合計 

（千円） 

△3 △3 △105,811 

平成19年6月30日残

高 

（千円） 

106 106 8,660,151 



前事業年度の株主資本等変動計算書（自平成18年1月1日 至平成18年12月31日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 
  

利益剰余金 

自己株式 
株主資本 
合計 

資本 
準備金 

資本剰余金
合計 

利益 
準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金

合計 土地圧縮
積立金 

固定資産 

圧縮積立金 

別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

平成17年12月31日 

残高 

（千円） 

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 490,861 5,840,000 1,118,586 7,935,979 △22,673 8,900,552 

事業年度中の変動額                      

役員賞与の支給 － － － － － － － △29,704 △29,704 － △29,704 

当期純損失 － － － － － － － △104,032 △104,032 － △104,032 

自己株式の取得 － － － － － － － － － △964 △964 

固定資産圧縮積立金

取崩額(前期分) 
－ － － －   △81,142 － 81,142 － － － 

固定資産圧縮積立金

取崩額(当期分) 
－ － － － － △45,016 － 45,016 － － － 

別途積立金の積立 － － － － － － 900,000 △900,000 － － － 

株主資本以外の項目

の事業年度中の 

変動額（純額） 

－ － － － － － － － － － － 

事業年度中の 

変動額合計 

（千円） 

－ － － － － △126,158 900,000 △907,578 △133,736 △964 △134,699 

平成18年12月31日 

残高 

（千円） 

700,000 287,246 287,246 175,000 311,532 364,703 6,740,000 211,008 7,802,243 △23,636 8,765,853 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 
その他有価証券 
評価差額金 

評価・換算 
差額等合計 

平成17年12月31日 

残高 

（千円） 

160 160 8,900,712 

事業年度中の変動額      

役員賞与の支給 － － △29,704 

当期純損失 － － △104,032 

自己株式の取得 － － △964 

固定資産圧縮積立金 

取崩額(前期分) 
－ － － 

固定資産圧縮積立金 

取崩額(当期分) 
－ － － 

別途積立金の積立 － － － 

株主資本以外の項目

の事業年度中の 

変動額（純額） 

△51 △51 △51 

事業年度中の 

変動額合計 

（千円） 

△51 △51 △134,750 

平成18年12月31日 

残高 

（千円） 

109 109 8,765,962 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    

前中間会計期間 

  
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間会計期間 

  
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

 前事業年度要約 
  キャッシュ・フロー 

  計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

税引前中間純利益
(△税引前中間(当
期)純損失) 

  16,425 △54,397 △106,373 

減損損失   214,152 － 214,152 

減価償却費   238,988 191,091 511,165 

無形固定資産償却額   10,495 10,161 21,025 

貸倒引当金の繰入額   1,335 33 803 

受取利息及び受取配
当金 

  △27,157 △44,542 △64,947 

為替差損益    52 △1,373 △930 

有形固定資産売却益   － － △4,940 

有形固定資産売却損   － 128 － 

有形固定資産処分損   － 386 3,110 

売上債権の増加額   △832,630 △682,918 △473,364 

たな卸資産の減少
(△増加)額 

  △154,528 14,108 174,550 

未収入金の増加額   △101,791 △134,994 △109,182 

立替金の減少(△増
加)額 

  73,449 △92 61,852 

前渡金の減少(△増
加)額 

  283 11,911 △104 

仕入債務の増加額   418,739 263,988 455,554 

賞与引当金の減少額   △174,597 △20,843 △147,902 

役員賞与引当金の増
加(△減少)額 

  710 △722 4,096 

役員退職慰労引当金
の増加(△減少)額 

  △85,076 17,759 △73,440 

退職給付引当金の減
少額 

  △17,773 △23,446 △41,593 

その他流動資産の減
少(△増加)額 

  69,029 △26,001 73,072 

長期前払費用の減少
(△増加)額 

  △989 － 3,403 

その他流動負債の増
加額 

  254,306 49,673 122,306 

役員賞与の支出   △29,704 － △29,704 

小計   △126,281 △430,090 592,608 

利息及び配当金の受
取額 

  407 444 490 

法人税等の支払額   △138,573 － △449,869 

法人税等の還付額   － 310,057 － 

営業活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △264,447 △119,589 143,228 

 



    

前中間会計期間 

  
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日）

当中間会計期間 

  
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日）

 前事業年度要約 
  キャッシュ・フロー 

  計算書 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日）

区分 
注記
番号

金額（千円） 金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

有形固定資産の取得
による支出 

  △127,685 △156,549 △234,360 

無形固定資産の取得
による支出 

  － － △6,240 

有形固定資産の売却
による収入 

  40,391 12,103 40,391 

貸付金の貸付による
支出 

  △2,100,000 △1,637,578 △2,850,000 

貸付金の回収による
収入 

  1,600,000 1,200,000 2,600,000 

差入保証金の支払に
よる支出 

  △477 △96 △477 

差入保証金の解約に
よる収入 

  142 401 20,594 

更生債権の回収によ
る収入 

  － 0 268 

投資活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △587,629 △581,719 △429,824 

Ⅲ 財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

        

自己株式の取得によ
る支出 

  △564 △532 △964 

配当金の支払額   △65 △1 △83 

財務活動によるキャッ
シュ・フロー 

  △629 △533 △1,047 

Ⅳ 現金及び現金同等物に
係る換算差額 

  △52 1,373 930 

Ⅴ 現金及び現金同等物の
増加（△減少）額 

  △852,758 △700,468 △286,713 

Ⅵ 現金及び現金同等物の
期首残高 

  1,444,601 1,157,889 1,444,601 

Ⅶ 現金及び現金同等物の
中間期末（期末）残高 

 ※ 591,844 457,421 1,157,889 

    



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１．資産の評価基準及び 

  評価方法 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

(1）有価証券 

その他有価証券 

   時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定）  

 時価のあるもの 

同左 

 時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時

価法（評価差額は全部純資産直

入法により処理し、売却原価は

移動平均法により算定） 

   時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

  同左 

 時価のないもの 

同左 

  (2）たな卸資産 

商品・製品・仕掛品は総平均法

による原価法 

原材料は移動平均法による原価

法 

キャッピングマシン仕掛品は個

別原価法 

(2）たな卸資産 

同左 

(2)たな卸資産 

同左 

２．固定資産の減価償却の 

 方法 

(1）有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ている。   

なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法と同

一の基準によっている。 

───── 

(1）有形固定資産 

①建物(建物附属物を除く) 

  平成19年3月31日以前に取得した 

  もの 

    法人税法に規定する旧定額法 

  平成19年4月1日以降に取得したも 

  の 

    法人税法に規定する定額法 

②建物以外 

  平成19年3月31日以前に取得した 

  もの 

    法人税法に規定する旧定率法 

  平成19年4月1日以降に取得したも 

  の 

    法人税法に規定する定率法 

 (会計方針の変更) 

  法人税法の改正に伴い、当中間会

計期間より、平成19年4月1日以降に

取得した有形固資産について、改正

後の法人税法に基づく減価償却の方

法に変更している。 

  この変更による影響額は軽微であ 

る。 

(1）有形固定資産 

  定率法（ただし、平成10年４月１

日以降に取得した建物（附属設備を

除く）については定額法）を採用し

ている。   

 なお、耐用年数及び残存価額につい

ては、法人税法に規定する方法 

と同一の基準によっている。 

───── 

  (2)無形固定資産 

 定額法によっている。 

 ただし、ソフトウェア(自社利用

分)については、社内における利用

可能期間(5年)に基づく定額法によ

っている。 

(2)無形固定資産 

  同左 

(2)無形固定資産 

  同左 

 



項目 
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

３．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備える

ため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権については個別に回

収可能性を勘案し回収不能見込

み額を計上している。 

(1) 貸倒引当金 

   同左 

(1) 貸倒引当金 

  同左 

  (2）賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上している。 

(2) 賞与引当金 

  同左 

(2) 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるた

め、賞与支給見込額の当事業年

度負担額を計上している。 

  (3) 役員賞与引当金 

役員に対する賞与の支給に備え

るため、支給見込額の当中間会

計期間負担額を計上している。 

(会計方針の変更) 

  当中間会計期間より、「役員

賞与に関する会計基準」(企業

会計基準第４号  平成17年11月

29日)を適用している。これに

より、営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益は710千円減

少している。 

 (3) 役員賞与引当金 

同左 

  

 

 ───── 

(3) 役員賞与引当金    

役員の賞与の支給に備えるた

め、支給見込額の当事業年度負

担額を計上している。 

  

 (会計方針の変更) 

  当事業年度より、「役員賞与

に関する会計基準」(企業会計

基準第４号  平成17年11月29

日)を適用している。これによ

り、営業損失、税引前当期純損

失の増加及び経常利益の減少額

が4,096千円となっている。 

  (4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、当中間会計期間末に

発生していると認められる額を

計上している。なお、数理計算

上の差異は、15年の定額により

按分した額をそれぞれ発生の翌

事業年度から費用処理すること

としている。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職

給付債務及び年金資産の見込額

に基づき、計上している。な

お、数理計算上の差異は、各事

業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定

の年数(15年)による定額法によ

り按分した額をそれぞれ発生の

翌事業年度から費用処理するこ

ととしている。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職金支給に備えるた

め、役員退職慰労金規定に基づ

く中間期末要支給額を計上して

いる。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

役員の退職金支給に備えるた

め、役員退職慰労金規定に基づ

く期末要支給額を計上してい

る。 

４．リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理によっている。 

同左 同左 

５．中間キャッシュ・フロ

ー計算書（キャッシュ・

フロー計算書）における

資金の範囲 

手許資金、随時引出し可能な預金か

らなっている。 

同左 同左 

６．その他中間財務諸表

（財務諸表）作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっている。 

  

消費税等の会計処理 

同左 

 

消費税等の会計処理 

同左 

 

  



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 

（自 平成19年１月１日 

至 平成19年６月30日） 

前事業年度 

（自 平成18年１月１日 

至 平成18年12月31日） 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準) 

  当中間会計期間より、「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準」 

(企業会計基準第５号 平成17年12月９

日)及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」 (企

業会計基準適用指針第８号  平成17年12

月９日)を適用している。 

  従来の資本の部の合計に相当する金額

は8,858,190千円である。 

  なお、中間財務諸表等規則の改正によ

り、当中間会計期間における中間貸借対

照表の純資産の部については、改正後の

中間財務諸表等規則により作成してい

る。 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当中間会計期間より、固定資産の減損

に係る会計基準(「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」 

(企業会計審議会 平成14年８月９

日) ）及び「固定資産の減損に係る会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用

指針第６号 平成15年10月31日)を適用し

ている。これにより税引前中間純利益は

214,152千円減少している。 

  なお、減損損失累計額については、改

正後の中間財務諸表等規則に基づき各資

産の金額から直接控除している。 

─────  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

  

  

─────  

(貸借対照表の純資産の部の表示に関する

会計計準) 

  当事業年度より、「貸借対照表の純資

産の部の表示に関する会計基準」 

(企業会計基準第５号 平成17年12月９日)

及び「貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準等の適用指針」 (企業会

計基準適用指針第８号  平成17年12月９

日)を適用している。 

  従来の「資本の部」の合計に相当する

金額は8,765,962千円である。 

  なお、財務諸表等規則の改正により、

当事業年度の貸借対照表の純資産の部に

ついては、改正後の財務諸表等規則によ

り作成している 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

  当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準(「固定資産の減損に係る会計

基準の設定に関する意見書」 

(企業会計審議会 平成14年８月９日) ）

及び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」（企業会計基準適用指針第６

号 平成15年10月31日)を適用している。

これにより税引前当期純損失は214,152千

円増加している。 

  なお、減損損失累計額については、改

正後の財務諸表等規則に基づき各資産の

金額から直接控除している。  

(役員賞与に関する会計基準) 

  当事業年度より、「役員賞与に関する

会計基準」 （企業会計基準第4号 平成17

年11月29日）を適用している。これによ

り、営業損失、税引前当期純損失の増加

及び経常利益の減少額が4,096千円となっ

ている。 



      追加情報 

前中間会計期間 
 （自 平成18年１月１日 
 至  平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至  平成18年12月31日） 

 ────── ( 仕入等代金支払方法の変更)  ────── 

    当事業年度より、一部の仕入先への

支払方法を手形払いから一括支払信託

に変更した。これにより従来の方法に

よった場合に比べ、支払手形が335,981

千円減少し、買掛金が同額増加してい

る。 

  



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
（平成18年６月30日） 

当中間会計期間末 
（平成19年６月30日） 

前事業年度末 
（平成18年12月31日） 

※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 ※１．減価償却累計額 

  （千円）

有形固定資産 7,773,018

  （千円）

有形固定資産 8,113,202

  （千円）

有形固定資産 7,937,982

 ※2. 受取手形割引高及び、裏書譲渡手形残高 

 
  （千円）

割引手形 292,696

裏書譲渡手形 80,357

 ※2. 受取手形割引高及び、裏書譲渡手形残高

 
  （千円）

割引手形 300,290

裏書譲渡手形 44,576

 ※2. 受取手形割引高及び、裏書譲渡手形残高

 
  （千円）

割引手形  402,587

裏書譲渡手形  19,750

※３．消費税等の取扱 

仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺

の上、流動負債のその他に含めて表示

している。 

※３．消費税等の取扱 

同左 

※３．消費税等の取扱 

同左 

４．当社においては運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契

約を締結している。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりである。 

４．当社においては運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契

約を締結している。この契約に基づく当

中間会計期間末の借入未実行残高は次の

とおりである。 

４．当社においては運転資金の効率的な調

達を行うため取引銀行１行と当座貸越契

約を締結している。この契約に基づく当

事業年度末の借入未実行残高は次のとお

りである。 

  （千円）

当座貸越極度額の総額 300,000

借入実行残高 － 

  差引額 300,000

  （千円）

当座貸越極度額の総額 300,000

借入実行残高  － 

  差引額 300,000

  （千円）

当座貸越極度額の総額 300,000

借入実行残高   － 

  差引額 300,000

※５         ────── ※５. 中間期末日満期手形 

    中間期末日満期手形の会計処理は手形

交換日をもって決済処理している。 

したがって当中間期末日が金融機関の休

業日であったため、次の中間期末日満期

手形が中間期末残高に含まれている。 

   

受取手形   762千円 

※５         ────── 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 ※１．営業外収益の主要項目 

  （千円）

受取利息 26,754

受取配当金 404

研究開発収入  111,085

  （千円）

受取利息 44,339

受取配当金 204

研究開発収入  107,300

  （千円）

受取利息 64,534

受取配当金 413

研究開発収入 236,996

※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 ※２．営業外費用の主要項目 

  （千円）

売掛債権売却損 4,477

手形売却損 2,389

為替差損 15,023

  （千円）

売掛債権売却損 7,386

手形売却損 2,600

為替差損 24,849

  （千円）

売掛債権売却損 13,846

手形売却損  5,156

為替差損 30,591

海外駐在員負担金 30,112

※３．          ────── ※３．          ────── ※３．特別利益の主要項目 

      （千円）

固定資産売却益  

 工具器具及び備品 1,956

 機械装置 2,983

合計 4,940

※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 ※４．特別損失の主要項目 

  （千円）

 減損損失 214,152

  （千円）

固定資産処分損  

 車両及び運搬具 128

 工具器具及び備品 386

  合計 514

  （千円）

 減損損失 214,152

固定資産処分損  

  建物 145

  機械及び装置 131

 車両及び運搬具 366

 工具器具及び備品 2,469

  合計  3,110

 ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額  ５．減価償却実施額 

  （千円）

有形固定資産 238,988

無形固定資産 10,495

  （千円）

有形固定資産 191,091

無形固定資産 10,161

  （千円）

有形固定資産 511,165

無形固定資産 21,025

※６. 中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当期において予定してい

る利益処分による圧縮積立金の取崩を前

提として、当中間会計期間に係る金額を

計算している。 

※６. 中間会計期間に係る納付税額及び法人

税等調整額は、当期において予定している圧

縮積立金の取崩を前提として、当中間会計期

間に係る金額を計算している。 

 ※６           ───── 

※７. 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は以下の資

産グループについて減損損失を計上した。  

    当社は、事業区分別に資産をグルーピング

し、将来の使用が見込まれていない遊休資産に

ついては個々の物件単位でグルーピングしてい

る。 

  上記の土地については、工場用地として取得

したが、現在は遊休資産となっている。 

  今後の利用計画も無く、地価も著しく下落し

ているため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(214,152千円)とし

て特別損失に計上している。 

  なお、当該資産グループの回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、不動産鑑定士

による鑑定評価額に基づいて算定している。 

場所 岡山県赤磐市 

 用途  遊休資産  

種類 土地  

 減損損失 214,152 千円  

※７.          ───── ※７.         

当事業年度において、当社は以下の資産グル

ープについて減損損失を計上した。  

 当社は、事業区分別に資産をグルーピング

し、将来の使用が見込まれていない遊休資産に

ついては個々の物件単位でグルーピングしてい

る。 

  上記の土地については、工場用地として取得

したが、現在は遊休資産となっている。 

  今後の利用計画も無く、地価も著しく下落し

ているため、帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(214,152千円)とし

て特別損失に計上している。 

  なお、当該資産グループの回収可能価額は正

味売却価額により測定しており、不動産鑑定士

による鑑定評価額に基づいて算定している。 

場所 岡山県赤磐市 

 用途  遊休資産  

種類 土地  

 減損損失 214,152千円  



（中間株主資本等変動計算書関係） 

 前中間会計期間(自  平成18年1月1日  至  平成18年6月30日) 

   1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加940株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項なし。 

 3.配当に関する事項 

   該当事項なし。 

 当中間会計期間(自  平成19年1月1日  至  平成19年6月30日) 

   1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加887株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項なし。 

 3.配当に関する事項 

   該当事項なし。 

 
前事業年度末 
株式数(株) 

当中間会計期間 
増加株式数(株) 

当中間会計期間 
減少株式数(株) 

当中間会計期間末 
株式数(株) 

発行済株式        

普通株式 14,000,000 - - 14,000,000 

合計 14,000,000 - - 14,000,000 

自己株式        

普通株式  (注)１ 34,393 940 - 35,333 

合計 34,393 940 - 35,333 

 
前事業年度末 
株式数(株) 

当中間会計期間 
増加株式数(株) 

当中間会計期間 
減少株式数(株) 

当中間会計期間末 
株式数(株) 

発行済株式        

普通株式 14,000,000 － － 14,000,000 

合計 14,000,000 － － 14,000,000 

自己株式        

普通株式  (注)１ 35,999 887 － 36,886 

合計 35,999 887 － 36,886 



 前事業年度(自  平成18年1月1日  至  平成18年12月31日) 

   1.発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 (注)１．普通株式の自己株式の株式数の増加1,606株は、単元未満株式の買取りによる増加である。 

 2.新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

   該当事項なし。 

 3.配当に関する事項 

   該当事項なし。 

（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

 
前事業年度末 
株式数(株) 

当事業年度増加 
株式数(株) 

当事業年度減少 
株式数(株) 

当事業年度末 
株式数(株) 

発行済株式        

普通株式 14,000,000 － － 14,000,000 

合計 14,000,000 － － 14,000,000 

自己株式        

普通株式  (注)１ 34,393 1,606 － 35,999 

合計 34,393 1,606 － 35,999 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 

    至 平成18年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の中間期末残

高は中間貸借対照表に掲記されてい

る現金及び預金勘定の金額と同一で

ある。 

※           同  左 ※ 現金及び現金同等物の期末残高は

貸借対照表に掲記されている現金及

び預金勘定の金額と同一である。 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） （平成18年12月31日現在） 



（リース取引関係） 

前中間会計期間 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額、減損損

失累計額相当額及び中間期末残

高相当額 

① リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産 
その他 
(工具器具備
品) 

45,814 29,472 16,342 

有形固定資
産 
その他 
(車輌運搬具) 

65,148 29,754 35,394 

合計 110,962 59,226 51,736 

  

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

中間期
末残高
相当額 
(千円) 

有形固定資
産 
その他 

(工具器具備
品) 

48,104 32,931 15,173

有形固定資
産 
その他 

(車輌運搬具)

57,400 32,291 25,109

合計 105,504 65,222 40,282

取得価
額相当
額 
(千円) 

減価償
却累計
額相当
額 
(千円) 

期末残
高相当
額 
(千円) 

有形固定資
産 
その他 
(工具器具備
品) 

54,647 36,643 18,004

有形固定資
産 
その他 
(車輌運搬具)

67,952 36,745 31,207

合計 122,599 73,388 49,211

（注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定してい

る。 

同    左 （注）取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料中間期末残高相

当額等 

未経過リース料中間期末残高相

当額 

② 未経過リース料期末残高相当額 

  （千円）

１年内 22,641

１年超 29,095

合計 51,736

  （千円）

１年内 20,505

１年超 19,777

合計 40,282

  （千円）

１年内 23,439

１年超 25,772

合計 49,211

（注）未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中

間期末残高が有形固定資産の

中間期末残高等に占める割合

が低いため、支払利子込み法

により算定している。 

同    左 （注）未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残

高が有形固定資産の期末残高

等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定し

ている。 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料、リース資産減損

勘定の取崩額、減価償却費相当

額及び減損損失 

③ 支払リース料及び減価償却費相

当額 

  （千円）

支払リース料 12,943

減価償却費相当額 12,943

  （千円）

支払リース料 13,679

減価償却費相当額 13,679

  （千円）

支払リース料 27,105

減価償却費相当額 27,105

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ている。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

同    左 

 (減損損失について) 

リース資産に配分された減損損

失はない。 

 (減損損失について) 

 同    左 

 (減損損失について) 

  同    左 



（有価証券関係） 

（前中間会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（当中間会計期間） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

  

前中間会計期間末（平成18年６月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 139 347 208 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 139 347 208 

  
前中間会計期間末（平成18年６月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券   

   非上場株式 4,000 

  

当中間会計期間末（平成19年６月30日） 

取得原価（千円） 
中間貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 139 318 179 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 139 318 179 

  
当中間会計期間末（平成19年６月30日） 

中間貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券   

   非上場株式 4,000 



（前事業年度） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．時価のない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末(平成18年6月30日) 

  デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。 

当中間会計期間末(平成19年6月30日) 

  デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。 

前事業年度末(平成18年12月31日) 

  デリバティブ取引を行っていないので、該当事項はない。 

（ストック・オプション等関係） 

        該当事項なし。 

（持分法損益等） 

 該当事項なし。 

  

前事業年度末（平成18年12月31日） 

取得原価（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 
差額（千円） 

(1)株式 139 323 184 

(2)債券 － － － 

(3)その他 － － － 

合計 139 323 184 

  
前事業年度末（平成18年12月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券   

   非上場株式 4,000 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間（当期）純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりである。 

（重要な後発事象） 

        該当事項なし。 

  

  
前中間会計期間 

（自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日） 

１株当たり純資産額（円） 634.33 620.22 627.75 

１株当たり中間(当期)純損

失(△)（円） 
△0.87 △7.54 △7.45 

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益 

潜在株式の発行がないため

記載していない。 

同左 同左 

  
前中間会計期間 

(自 平成18年１月１日 
至 平成18年６月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年１月１日 
至 平成19年６月30日)

前事業年度 
(自 平成18年１月１日 
至 平成18年12月31日)

中間（当期）純損失(△)(千円） △12,218 △105,276 △104,032 

普通株主に帰属しない金額（千円）  － －  － 

普通株式に係る中間（当期）純利益 

又は中間純損失(△)（千円） 
△12,218 △105,276 △104,032 

期中平均株式数（株） 13,965,070 13,963,418 13,964,754 



(2）【その他】 

  該当事項なし。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出している。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第82期）（自 平成18年１月１日 至 平成18年12月31日）平成19年３月30日関東財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項なし。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成18年９月28日 

株式会社アルコア・クロージャー・システムズ  

  取締役会 御中      

  あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 目  黒  高  三 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 池之上 孝  幸 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルコア・クロージャー・システムズの平成18年１月１日から平成18年12月31日までの第82期事業年度の中間会計期間

（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルコア・クロージャー・システムズの平成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間（平成18年１月１日から平成18年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

追記情報 

 中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間から固定資産

の減損に係る会計基準が適用されることとなるため、この基準により中間財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  平成19年９月26日 

株式会社アルコア・クロージャー・システムズ  

  取締役会 御中      

  あらた監査法人  

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 池之上 孝 幸 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社アルコア・クロージャー・システムズの平成19年１月１日から平成19年12月31日までの第83期事業年度の中間会計期間

（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中

間株主資本等変動計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社アルコア・クロージャー・システムズの平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間

会計期間（平成19年１月１日から平成19年６月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報

を表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（半期報告書提出会

社）が別途保管しております。 
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